
平成22年10月22日

防 衛 省

「自衛隊の大規模広報施設に係る入場料の徴収に関する実験の実

施に関する省令案」等に対する意見公募の結果について

「自衛隊の大規模広報施設に係る入場料の徴収に関する実験の実施に関する省令案」等

につきましては、平成２２年９月１４日から同年１０月１３日までの間、御意見を募集

したところ、５９通の御意見をいただきました。

お寄せいただいた御意見の概要とそれに対する防衛省の考え方につきまして、別紙の

とおり取りまとめましたので、御報告いたします。

また、本省令案等につきましては、平成２２年１０月２２日に制定したことを併せて

御報告いたします。

お寄せいただいた御意見につきましては、今後、入場料を徴収するか否か最終的な判

断を検討する中で参考意見として考慮させていただきます。

今回、御意見をお寄せいただきました方の御協力に厚く御礼申し上げます。

問い合わせ先

住 所：〒１６２－８８０１

東京都新宿区市谷本村町５－１

防衛省大臣官房広報課

電話番号：（代表）０３－３２６８－３１１１ 内線２０３０１

Ｆ Ａ Ｘ：０３－５２６９－３２７０



別 紙

○いただいた御意見の概要とそれに対する当省の考え方

御意見の概要 回 答

○全般に対する御意見 ○当省の考え方

・広報施設は国民に自衛隊を理解してもらうこと ・頂いた御意見のとおり、広報施設というのは、

を目的としたものであるこから入場料の徴収に 広く一般の方に防衛省・自衛隊を少しでも理

は反対である。 解して頂くためにあるものですが、昨年の行

・広報施設とはテーマパークや娯楽施設ではなく、 政刷新会議事業仕分けにおいて議論された評

広く一般の方に自衛隊の事を少しでも理解して 決結果「予算を削減（入場料の徴収を含め民

もらう為にあるのではないか。 間委託）」を踏まえ、今後の対応について防衛

・広報施設は何のために作られたのか、その意味 省として検討した結果、入場料徴収の実験を

を根本から考えて欲しい。 実施・検証し、その結果を踏まえて今後の施

・広報施設は自衛隊の活動内容等を一般の人に公 策の資とすることが必要との認識に至りまし

開・周知するための施設であるから、入場料金 た。したがいまして、入場料の徴収に関する

を徴収して見せるものではない。 実験の実施は、今後の防衛省としての対応を

・自衛隊に対する国民の理解を深め、自衛隊ファ 決定する資とするための施策であり、原案の

ンを一人でも多く増やすためにも、現状どおり とおり実験を実施することとさせていただき

無料が望ましい。 ます。

・自衛隊の職務に国民が触れることのできる数少

ない場の一つであり、無駄や経費削減策を議論

する類のものではない。

・国民の税金で運営しているという考え方からす

れば、入場料を更に徴収するといのは原則から

外れている。

・納税者である国民に自衛隊活動への理解を深め

てもらうという性質上、有料化が相応しい施設

ではない。

・施設内のアトラクション設備（シミュレータ、 ・防衛省としましては、昨年の行政刷新会議事業

シアター類）の使用料金徴収にとどめておいた 仕分けにおいて議論された評決結果「予算を

方がよいのではないでしょうか。 削減（入場料の徴収を含め民間委託）」を踏ま

・アミューズメント的要素のある館内機器などを え、今後の対応について防衛省として検討し

有料にできないか。 た結果、入場料徴収の実験を実施・検証し、

その結果を踏まえて今後の施策の資とするこ

とが必要との認識に至りました。したがいま

して、入場料の徴収に関する実験の実施は、

今後の防衛省としての対応を決定する資とす

るための施策であり、原案のとおり実験を実

施することとさせていただきます。なお、頂



いた御意見につきましては、本実験結果の検

証とともに検討させていただきます。

・実験ということですので、閑散としている平日 ・今回の実験は、入場料金の徴収に伴う施設への

は有料化せずに、来館者の集中する土・日・祝 入場者の数の変化その他の自衛隊の広報活動

日からはじめてはいかがでしょうか。 に与える影響について検証することを目的と

しており、適切な検証を行うためにも、実験

期間中は平日、土日等関係なく、入場料金を

徴収することが適切と考えます。

・観光業者相手に料金を徴収する事を先に行った ・頂いた御意見につきましては、施設の利用者は

方が良いのではないでしょうか。 観光業者の方々や観光客だけではありません

ので、特定の方や業者に便宜を図ることはで

きません。

・この実験に関して、その結果をどうするのか言 ・今回の実験の実施結果については、今後の大規

及されていませんが、税金で作られた施設に、 模広報施設の有料化についての検討の資とさ

更に個人負担を強いる以上、その結果は国民に せていただきます。検討結果について国民に

公開し、意見を求めるべきです。パブリックコ 公開し、意見を求めることにつきましては、

メントや防衛白書、新聞記事などにその実験に 実験結果の検証とともに検討させていただき

よって得られた成果を掲載し、多くの批判にさ ます。

らしてこそ、実験の結果について正しい評価が

下せるのではないでしょうか。

・料金徴収するのであれば、少なくとも国家防衛 ・今回の入場料金の徴収に関しましては、あくま

を司る省庁が直接行うのではなく、施設の売却 で実験ということで実施いたしますので、当

も含め最低でも独立行政法人、でき得れば民間 省が直接徴収させていただきます。頂いたご

法人による運営を行うべきである。 意見につきましては、実験結果の検証ととも

に検討させていただきます。

・料金徴収をしなければならないのであれば、施 ・広報施設は、広く一般の方に防衛省・自衛隊を

設維持を放棄し、広報活動の見直しを行うのが 少しでも理解して頂くためにあるものであり、

筋である。 その施設を活用した広報活動を止めることは、

現時点では考えていません。

○省令案第１条に対する御意見 ○当省の考え方

・実験の目的をはっきりする必要がある。 ・今回省令等を定めた目的は、省令案第１条にあ

りますとおり、入場料の徴収に関する実験の

実施により、該当施設への入場者の数の変化

その他の自衛隊の広報活動に与える影響につ

いて検証することであります。



・自衛隊の大規模広報施設の定義について、「自衛 ・頂いた御意見のとおり、省令案第１条に規定す

隊の広報活動の用に供されている自衛隊の施設」 る大規模広報施設の定義では、告示で定める

であり、「当該施設の延べ床面積が二千五百平方 ３施設以外の施設も大規模広報施設に該当す

メートル以上」かつ、「一年間当たりの入場者の ることとなります。しかしながら、省令案第

数が五万人を超えるもの」との規定は、告示案 ２条において、「自衛隊の大規模広報施設のう

に示された３施設に限定されないことになる。 ち防衛大臣が別に定めるものに入場しようと

する者は、当分の間、入場料を国に納めるも

のとする。」との規定を設け、告示において対

象施設を定めています。したがいまして、原

案どおりとさせていただきます。

・有料化実験の対象となるべき施設とは、建物全 ・頂いた御意見についてですが、広報施設とは専

体ではなく、専ら広報に使用される部分の規模 ら広報の用に供されることを目的として設置

によって画するべきであるが、省令の案文は、 された施設であり、建物全体が広報目的に供

そのような定義になっていないため、告示案が されているものです。したがいまして、ご指

掲げる対象施設との齟齬が生じる。 摘の告示案に掲げる対象施設との齟齬が生じ

るとの指摘は当たらず、原案どおりとさせて

いただきます。

・一年間あたりの入場者数については、起算点を ・頂いた御意見についてですが、省令案第１条で

どこに置くのかによって、有料化の対象になる いう大規模広報施設に該当しない施設となっ

かどうかの判断が異なることになる。仮に、こ た場合は、入場料の徴収に関する実験の実施

の実験が二年間続く場合、一年目の実験で入場 施設に該当しませんので、告示の改正を行っ

者が五万人未満であった施設を除外するべきか、 た上で、省令案第２条でいう「防衛大臣が別

本省令案の規定ぶりでは明らかではない。 に定めるもの」から除外することになります。

・入場者が五万人以上との規定を置かなくても、 ・頂いた御意見についてですが、告示案で示され

告示案で示された三施設を特定することは可能 た施設は、昨年の行政刷新事業仕分けの対象

である。従って、省令案第１条中、「、かつ、年 となった五つの大規模広報施設のうちの三つ

間あたりの入場者の数が五万人を超える」との であります。防衛省において、「大規模広報施

文言は不要である。 設」という文言は、昨年の行政刷新会議事業

仕分けにおいて初めて出てきた文言であり、

事業仕分けの対象となった施設の年間入場者

数を分析いたしますと、年間五万人以上の入

場者があり、大規模広報施設の定義の一つの

要件として、年間入場者が五万人ということ

を導き出しました。したがいまして、大規模

広報施設の定義につきましては、原案どおり

とさせていただきます。

○省令案第２条第１項に対する御意見 ○当省の考え方

・徴収した入場料の使用目的がはっきりしていま ・今回徴収させていただく入場料金につきまして



せん。実験とはいえ、料金を徴収するのであれ は、国の歳入として国庫に納入され、国の予

ば、その使用目的をはっきりと示すべき。 算として使われます。

・広報施設有料化実験について、「当分の間」とな ・頂いた御意見についてですが、省令案第１条に

っているが、最低実施期間（少なくとも６ヶ月 ありますとおり、今回の実験は、入場料徴収

実施）という設定を明記したほうがよい。 による当該施設への入場者の数の変化その他

の自衛隊の広報活動に与える影響について検

証することを目的としており、実験終了日を

明示することにより、適切な実験データを取

得できないおそれがあり、爾後の検証に支障

があると考えられるため、実施期間は原案ど

おり「当分の間」とさせていただきます。

・省令案の目的は、有料化による入場料の変化の ・今回の入場料の徴収に関する実験の実施につい

検証にある。有料化によって、入場者数に顕著 ては、告示案で示す三施設に入場される方の

な変化が合った場合は、もはや実験を継続する ご判断で入場料を国に納めることができると

意義はなくなるものと考えられる。それでも実 いうことではありません。

験を継続するかどうかについて、総合的な判断 実験を継続するかどうかについて、総合的な

を臨機応変に行うことのできる余地を残すべき 判断を臨機応変にできる余地を残すべきであ

である。 るという御意見についてですが、告示案備考

具体的には、省令に「することができる」の に「防衛大臣が特に必要と認めるときは、入

規定をおいて、実際に入場料の徴収を行うかど 場料を減免することができる」と規定してお

うかについては、告示に委ねるほうが、柔軟な り、当該規定で対処できるものと考えていま

運用が行える。 す。また、実験の終了にあたりましては、本

従って、有料化実験で十分な検証結果が得ら 省令は廃止することを考えています。したが

れた場合、又は実験を継続することが適当でな いまして、原案どおりとさせていただきます。

い場合においては、省令の改正をまたずに、当

該実験を終了できるように、省令案を改めるべ

きである。

・告示案第２号表中備考欄を削除し、省令第３条 ・頂いた御意見についてですが、

２項の次に次の一項を加える。 (１)今回の入場料の徴収に関する実験の実施期

「３ 前二項の規定にかかわらず、防衛大臣が 間中は、小学生以上の方につきましては、告

別に定める場合その他防衛大臣が特に必要と認 示案に示す料金を徴収するものとしておりま

める場合には、入場料を減額し、又は免除する す。現段階におきましては、実験による様々

ことができる。」 な事象・結果を取得するためにも、いわゆる

典型的な減免事由については設けておりませ

（理由） ん。しかしながら、実験期間中に減免を行わ

（１）入場料の減免を「防衛大臣が特に必要と認 なければならない特別な事情に対応できるよ

めるとき」のみとすると、減免には特段の理由 う「防衛大臣が特に必要と認めるとき」とい

が必要となり、ごく限られた場合に限定されて う厳格な条件の下、減免することができる規

しまう。 定を設けました。

また、この規定ぶりでは、典型的な減免事由 (２)実験とはいえ、国民の方から料金を徴収す



が存在する場合であっても、その判断を防衛大 ることになりますので、料金徴収に関しまし

臣ないしその受任者にゆだねることになり、効 ては厳密に実施する必要があると考えており

率的でない。さらに、裁量的減免に多くをゆだ ます。頂いた御意見のとおり、裁量的減免の

ねてしまうと、行政財産が適切に管理されてい 幅を広げてしまいますと、告示案に示す料金

るか、外部から疑問を投げかけられない。 徴収者との間に不公平感が生じるおそれがあ

（２）入場料は、公平な負担を原則としつつも、 ると考えます。

施設本来の公的目的が発揮できるよう、減免の (３)減免規定を省令、告示のどちらに規定すべ

対象とすべき条件を省令で定め、なおかつ、裁 きかということにつきましては、防衛省内に

量的減免が可能となるような規定に改めるべき おいても検討してきたところですが、他省庁

である。 の事例で告示に減免できる旨の規定を置いて

例えば、自衛隊の業務のために使用する場合 いるものがございましたので、今回はそれに

として、防衛省が主催又は支援する行事に参加 倣い告示に減免できる旨の規定を設けたもの

する場合、募集や援護活動の一環で招待する場 であります。

合、部隊研修など自衛隊の業務で使用する場合

などには、公益的目的による免除が適用される したがいまして、上記(１)(２)(３)より、

べきである。 原案のとおりとさせていただきます。

また、高齢者、幼児、障害者などについても、

負担能力に応じた減免が必要であると考える。

ほかにも、動員力の観点から、団体割引のほ

か、協力団体の会員等を割引対象とする余地も

残すべきであろう。

（なお、米軍関係者、外交官等については、地

位協定５条２項、外交関係条約３４条、３５条、

領事関係条約４９条、５２条の趣旨から、予め

免除の対象とすることが望ましいと考える。）

（３）また、入場料の減免も歳入の調査決定に関

する事項であることから、減免できる旨の規定

は、告示ではなく、入場料の徴収を定める省令

中に置く必要がある。

・入場料は、納入の告知を要しない歳入として扱 ・省令中に入場料の納付方法について規定置くこ

うものと思慮するが、省令中に入場料の納入方 とが望ましいとの御意見をいただきましたが、

法について規定を置くことが望ましい（会計法 入場料の納入方法の詳細まで省令に規定する

６条、予決令２８条の２、国の債権の管理等に 必要はないと考えておりますので、原案どお

関する法律施行令９条２項１号）。 りで適当であると考えています。

○省令案附則に対する御意見 ○当省の意見

・十分な周知期間を経てから施行すべき。 ・防衛省としては、昨年の事業仕分けの評決結果

・入場料金を徴収する場合は少なくとも、半年前、 を受けて、２３年度予算に反映できるよう速

通常ならば１年前に周知すべき。 やかに対応する必要があったため、今回、入

場料金の徴収を実施するものであります。ご



理解いただければと思います。

○告示案第二号に対する御意見 ○当省の考え方

・入場料設定が高すぎである。 ・入場料金につきましては、①広報施設の設置目

的である国民の自衛隊に対する理解を深め、

防衛基盤の形成を図るという機能が極力失わ

れないような料金体系にすること、②近隣の

類似の施設と比較して妥当な料金であること、

③維持経費を回収することが可能であること

の３つの要素重視しつつ、総合的に勘案して

算出したものであり、今回の実験の実施にお

いては原案どおりとさせていただきます。

・障害者、弱者に対するご配慮をお願いしたい。 ・頂いた御意見についてですが、防衛省内におい

・学生からの料金徴収はいかがなものか。 ても議論、検討してきたところですが、今回

・大人（中学生以上）￥ 300 は実験ということで実施いたしますので、原

小学生以下 無料 案どおりとさせていただきます。なお、頂い

団体（15 名以上）￥ 250 た御意見につきましては、本実験結果ととも

身障者半額（介助者１名半額） に検討させていただきます。

で、様子を見てはどうでしょうか？

・募集業務の一環で、施設を利用する場合は、隊

員・職員の同行があれば無料または割引で利用

できるようになっていると、業務にも使いやす

い。

・小学生未満の幼児について、告示案では減免対

象とされていないが、負担能力の観点から及び

社会通念上、無料とすべきである。

・無料開放日なども検討されたい。 ・頂いた御意見についてですが、今回は実験とい

うことで実施いたしますので、原案どおりと

させていただきます。なお、頂いた御意見に

つきましては、本実験結果とともに検討させ

ていただきます。


